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企業内SNS導入に関する利用者調査
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概要：企業内 SNSは，組織内のネットワークサービスとして注目されている．本研究は，どのような個人
属性や企業属性が企業内 SNSの効果やデメリットに影響を与えるのか，どのような利用状況のユーザが効
果やデメリットを感じるのかを明らかにすることを目的とする．そのために，関連研究に基づいて企業内
SNS導入に関する仮説を設定し，質問紙調査に基づく分析により検証している．その結果，20代および
60代，小規模企業に所属している人が効果を感じている一方で，20代および小規模企業に所属している人
はデメリットも感じていることを明らかにしている．また，友人リストにおける顔見知りの数やコミュニ
ティへの参加数が多いほど，効果と同時にデメリットも感じていることを明らかにしている．
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Abstract: Social networking sites (SNS) attract attention as a network service in an organization. We exam-
ine that what kind of user attributes and enterprise attributes affect the merits and demerits in an enterprise.
We develop a set of hypotheses based on our survey of the literature concerning the SNS, and conduct a ques-
tionnaire survey in enterprises. We find that those who belong to his/her 20’s or his/her 60’s, and to a smaller
organization feel the merits. On the other hand, those who belong to his/her 20’s and a smaller organization
also feel the demerits. We also find a tendency that the larger number of acquaintances in the friend list and
the larger number of participants in the community are responded, the more demerits as well as the merits
the respondents report to feel.
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1. はじめに

情報技術の進展により個人の情報発信は容易になり，消

費者行動やコミュニケーションに影響を与えている．SNS

（Social Networking Sites）の利用も，その 1つである．ICT

総研 [1]によると日本の SNS利用者は，2011年末時点で

4,289万人（普及率 45.1%）であり，2014年末には 5,643

万人（普及率 58.6%）になると予測されている．地域にお

ける SNSの利用は，2005年以降さかんになっており，た
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とえば熊本県八千代市の「ごろっとやっちろ」や福岡県の

「VARRY（ベイリー）」があげられる．また小豆川 [2]によ

ると，企業内における SNSの利用は，2005年以降相次い

でおり，たとえば，NTT東日本の「Sati」や NTTデータ

の「Nexti」があげられる．

このように近年 SNSは，個人，地域，企業において利用

され，消費者行動やコミュニケーションにおいて重要な情

報システムの 1つであるといえる．

企業内で SNSを利用することによる研究も蓄積されて

きている．企業内 SNS上の人間関係に関する研究 [3]や知

識流通に関する研究 [4]，企業内 SNSを利用することによ

る成果に関する研究があげられる [5], [6], [7]．一方，ソー

シャルメディアを企業において活用することによりリスク
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があるといった事例も報告されている [8]．これらの背景

に基づき，本研究はどのような個人や企業において企業内

SNSは効果やデメリットがあるのか，どのような利用をし

たら効果やデメリットを感じるのかを明らかにすることを

目的とする．さらにデメリットを解消するための方策につ

いて考察することを目的とする．このことは，企業内 SNS

をさらに有効に活用するための示唆を提示することとな

り，社会的意義があると考える．

本論文の構成を以下に示す．2章では企業内 SNSに関す

る関連研究を整理し，3章ではそれらの関連研究に基づい

て企業内 SNS導入効果を整理し仮説を設定する．4章では

仮説検証のための調査概要について述べ，5章では調査結

果を報告する．6章では結果に基づく考察，7章では結論

について述べる．

2. 関連研究

SNSに関する関連研究として，Boydら [9]は，SNSを

以下の条件を備えている webサイトと定義している．

• 個人が，限られた範囲のシステム内において，公開ま
たは一部公開のプロフィールを作ることを可能にして

いるWebサイトである．

• 個人が関係を共有する他の利用者のリストをつながり
続くことを可能にしているWebサイトである．

• 個人が，システム内の他者によって作られた彼らの関
係リストを閲覧することを可能にしているWebサイ

トである．

企業内 SNSに関する関連研究として，神戸ら [3]は，企

業内 SNS上のネットワークと実際の人間関係とを比較し，

中心性指標の高い人物が必ずしもリーダではないことを明

らかにしている．また小豆川 [10]は，特定A社に所属する

社員を対象に実施している社員満足度調査をもとに企業内

SNSの利用頻度によって利用者を分類し，組織文化やメン

タリティ，社員満足度などの関連分析を行っている．その

結果，週に 1回以上利用している Highユーザの所属組織

は，「相互学習」「チャレンジ精神」「仕事への連携」が高い

こと，Highユーザのメンタリティは，「チャレンジ・課題

解決力」「活力・オープン型」「ストレス耐久力」「相互尊

重・学習力」が高いこと，Highユーザの社員満足度は，「仕

事のやりがい」「自己効力」「成長感」「仕事満足度」「会社

満足度」のどの項目に対しても全体的に高いということを

明らかにしている．山本ら [11]は，企業内 SNS導入に対

する期待と懸念が，性別や年代，職位，ソーシャルメディ

ア利用経験など各人の企業内でおかれた環境や立場によっ

て異なることを明らかにしている．

enNetforum事務局 [12], [13]は，企業内 SNS導入の効果

について，アイディア発信機会が増加するなどの仮説を立

てている．またマイナス効果として，社内ブログ・SNSが

気になって，仕事が進まないなどの仮説を立てている．遠

藤ら [14]は，日米の 2社の活用事例をもとに企業内 SNSが

組織に与える影響について考察している．青木 [5]は，企

業内 SNSを導入することにより「風通しのよい風土の醸

成」などにつながったという効果について自社の事例をも

とにまとめている．

加藤ら [6]は，企業内 SNSの導入効果を問題解決に着目

し，数社への質問紙調査と構造化インタビュ調査の結果に

基づいて，企業内 SNSが有効に働く構造を明らかにしてい

る．神部 [7]は，SNSを利用するユーザが SNS外のユーザ

も巻き込んで Face to Faceの打合せを開催し，ビジネスに

つながる人脈を加速的に広げているという効果があること

や SNSを利用することで普段の業務の延長線上では，会

うことはなかったであろう他のユーザとつながる中で，が

んばっているたくさんの社員を発見し，自分の会社をもう

1度見つめ直す効果があることについて自社の事例をもと

にまとめている．Borremans [15]は，世界中に約 34万人

の従業員が働くグローバル企業である IBMにソーシャル

メディアがもたらした影響を述べている．これらは主に企

業内 SNSの効果に着目しており，デメリットについての着

目はされていない．Bernoffら [16]は，企業内でソーシャ

ルメディアを活用するためには，企業から大きな力を与え

られ，臨機応変に行動できる従業員の存在が大切であると

し，経営陣，IT部門がどのような支援をする必要がある

かについて，事例をもとに述べている．また企業において

ソーシャルメディアを活用するときにはリスクもともなう

ことを述べている．

このように，企業内 SNSの効果やデメリットに関する

研究は多くなされている．しかしながら，多くの研究は特

定の企業や関連会社を含めた数社の分析や調査にとどまっ

ている．企業内 SNSの効果は，運営方針や運営者の能力，

社風による影響を強く受けるため，幅広い企業に所属する

被験者に対する調査が必要となる．本研究では，関連研究

に基づく仮説を幅広い被験者に対する質問紙調査によって

検証することを目的とする．

3. 企業内 SNSの効果とデメリットに関する
仮説

本章では，関連研究に基づいて企業内 SNSの効果とデ

メリットについて整理する．また，それらに影響を及ぼす

要因について仮説を設定する．

3.1 企業内 SNSの導入効果

加藤ら [17]の企業内ブログ・SNS導入事例報告に基づく

整理によると，企業内 SNSの導入目的は，以下の 3つに整

理できる．

1© 人間関係構築型：部署を越えてのコミュニケーション

の促進を導入目的とした企業．

2© 情報・知識共有型：企業内での資料，業務知識，ノウ
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ハウなどの共有を導入目的とした企業．

3© 人員募集型：OBOGに仕事情報を掲載し，社員の産

休・育児休暇取得時の人員補充を行うことを導入目的

とした企業．

加藤ら [17]によると，NTTデータは， 1© 人間関係構築

型に該当し，部署を越えての人間関係構築を導入目的と

している．また日本興亜損保は， 3© 人員募集型に該当し，

OBOGによる人員補充を導入目的としている．この 2社

以外の企業は， 1© 人間関係構築型と 2© 情報・知識共有型
の両方に該当するとしている．このことから多くの企業が

SNS導入に対し，社員同士の情報・知識の共有と人間関係

構築を期待していると考えられる．また 3© 人員募集型に

該当する企業は 1社のみであったため，特殊な事例と考え，

本研究では 1© 人間関係構築と 2© 情報・知識共有を企業

内 SNSの導入の効果と考える．

さらにデメリットの要因について着目する．2005年以降

企業内 SNSは多くの企業で導入されているが，閉鎖や再

構築を迫られた例も少なくない．多くはアクティブユーザ

の少なさや従業員の問題発言によるものである．

企業内 SNSの効果やデメリットは個人や所属している

企業属性により異なることが予想される．そこで，企業内

SNSの効果やデメリットに影響を及ぼす個人属性，企業属

性，利用状況を明らかにするために，3.2節，3.3節で仮説

を設定する．

3.2 個人属性や企業属性による仮説

（仮説 1）通信利用動向調査 [18]によると，ソーシャル

メディアの利用目的に対して男性は「従来からの知人との

コミュニケーションのため」が 24.3%，「知りたいことに

ついて情報を探すため」が 35.1%，女性はそれぞれ 29.8%，

33.2%と回答している．このことから，人間関係構築，情

報・知識共有については，性別による差はないと考えられ

る．また山本ら [11]によると，女性は企業内 SNSを導入

すると緊急時には活用できるものの，通常時には利用抑制

圧力がかかると想定していることが明らかになっているた

め，女性の方がデメリットを感じやすいと考えられる．

（仮説 2）通信利用動向調査 [18]によると，ソーシャルメ

ディアの利用目的に対して 20代は「従来からの知人との

コミュニケーションのため」が 43.9%，「知りたいことにつ

いて情報を探すため」が 42.2%，30代はそれぞれ 33.3%，

37.8%，40代は 20.2%，36.2%，50代は 16.8%，27.4%，60代

以上は 14.8%，27.8%と回答している．このことから，20代

は他の年代と比べ人間関係構築，情報・知識共有に効果を

感じていると考えられる．また若い世代ほど同期や同僚，

上司が気になりデメリットを感じているのではないかと考

えられる．

（仮説 3）加藤ら [6]によると，企業内 SNS上では上司や

部下，相手の技術や知識を意識しないコミュニケーション

が可能になっていると考えられた．このことから，職位に

おいては差がないと考えられる．

（仮説 4）加藤ら [17]によると，SNSの特徴は次の 3点

とまとめている． 1© 情報発信タイプは PUSHPULL 型．

2© 自由に質問や話題，情報，意見を発信・交換できる環境
である． 3© 他者とつながっている環境である．事業所・支
店の数が多い大企業は，人数が多くまた同じ事業所・支店

以外の人とも企業内 SNSを通じてつながる環境になるた

め，企業内 SNSを通じてたくさんの人とつながることが

できる．このことから，人間関係構築，情報・知識共有に

効果を感じていると考えられる．デメリットについては，

企業規模によらないと考えられる．

3.3 利用状況による仮説

（仮説 5）加藤ら [17]の SNSの特徴から，アクセス頻度

が高いほど他者とつながり，自由に質問や話題，情報，意

見を発信・交換できるため人間関係構築や情報・知識共有

に効果を感じやすいのではないかと考えられる．一方，ア

クセス頻度が高いほど，遊んでいるように見えるなどデメ

リットを感じやすいのではないかと考えられる．

（仮説 6）多数のコミュニティに属することは多数の人

とつながるため，人間関係構築や情報・知識共有に効果を

感じやすいと考える．一方，Krackhardt [19]によると，多

数のコミュニティに属することはそれぞれのコミュニティ

における役割があり，その束縛を受ける．よってコミュニ

ティ機能への参加状況が多いほどデメリットも感じやすい

と考えられる．

（仮説 7）加藤ら [6]のシステム管理者向けインタビュ時

において，業務に関係のない話題より業務に関係のある話

題の方が，企業内 SNSで行われている割合が高いことが

明らかになっていることから，業務に関係のある話題にお

いて人間関係構築や情報・知識共有に効果を感じやすいと

考えられる．また業務に関係のある話題の割合が高い方が

遊んでいるように見えるなどデメリットを感じにくいと考

えられる．

（仮説 8）情報を自ら発信する利用の人の方が，見ている

だけの利用の人よりも他者とのコミュニケーション機会が

増えるため，人間関係構築，情報・知識共有に交換を感じ

やすいと考えられる．一方デメリットも感じやすいと考え

られる．

（仮説 9）加藤ら [6]によると，導入以前は知らなかった

関与者の数が問題解決において増えることが明らかになっ

ていることから，顔見知りの割合が少ない方が知り合いを

増やすことに役立つなど人間関係構築や情報・知識共有に

効果を感じやすいと考えられる．一方知り合いであれば気

にならないことも気になるようになり，デメリットを感じ

やすいのではないかと考えられる．
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4. 調査概要

3章で設定した仮説を検証するために，質問紙調査を実

施する．

4.1 調査目的

本調査の目的は，どのような個人や企業が企業内 SNS

に効果やデメリットを感じているのかを明らかにすること

と，どのような利用状況の人が企業内 SNSに効果やデメ

リットを感じているのかを明らかにすることである．

4.2 調査項目

企業内 SNSの効果（人間関係構築，情報・知識共有）と

デメリットを把握するために，それぞれ関連研究に基づい

て質問項目を設定している．人間関係構築に関する質問

項目として，enNetforum事務局 [12], [13]を参考に以下の

4項目を設定している．

• 社内の知り合いを増やすことに役立つ．
• 社内の人の人となりを知ることに役立つ．
• 社内の人の人間関係を見ることに役立つ．
• 疎外感を解消する．
情報・知識共有に関する質問項目として，enNetforum事

務局 [12], [13]を参考に以下の 4項目を設定している．

• 他人の業務内容や業務状況の共有に役立つ．
• 実際の会議の情報や資料の共有を行うことに役立つ．
• 技術や業界のトレンドや流行を共有することに役立つ．
• 個人のアイディアや意見を発信することに役立つ．
デメリットに関する質問項目として，enNetforum 事務

局 [13]，遠藤ら [14]を参考に以下の 4項目を設定している．

• 企業内 SNS 内であらぬ批判や苦情をうけたことが

ある．

• 企業内 SNSが気になって仕事が進まない．

• 仕事が増えたように感じる．
• 仕事中に使用すると遊んでいるように見える．
これらの質問項目については，それぞれ「あてはまる」

「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあてはま

らない」「あてはまらない」の 5件法で回答を得ている．

また，回答者自身に関する項目は，性別，年代，職位，従

業員規模，事業所・支店数の 5項目を設定している．企業

内 SNSの利用状況に関する項目は，SNSアクセス頻度，コ

ミュニティ機能への参加状況，書き込み内容の割合（業務に

関係のある話題），利用状況の割合（情報を見ているだけの

利用），友人リスト（マイフレンド）の人数，友人リスト（マ

イフレンド）の顔見知りの割合の 6項目を設定している．

4.3 調査方法

調査方法は，インターネット調査とし，2012年 2月 23日～

25日に実施している．調査対象は，正社員として就業し，

企業内 SNSまたはブログを利用している 20歳以上の小社

インターネットモニタである．回答は，440回収した時点

で締め切り，そのうち企業内 SNSを利用している 240人

の回答について分析を行う．

効果とデメリットを抽出する分析方法として，因子分析

を用いる．また，3章で設定した仮説検証のために，性別，

職位について平均値の差の検定を行う．年代，従業員規模，

事業所・支店数，SNSアクセス頻度，コミュニティ機能へ

の参加状況については，一元配置分散分析を行う．書き込

み内容の割合（業務に関係のある話題），利用状況の割合

（情報を見ているだけの利用），友人リスト（マイフレンド）

の人数，友人リスト（マイフレンド）の顔見知りの割合に

ついては，相関分析を行う．

5. 調査結果

本章では，調査結果について述べる．

5.1 因子の抽出

作成した 12項目を用いて因子分析（主因子法，バリマッ

クス回転）を行っている．累積寄与率は 65.3%であった．

抽出された因子を表 1 に示す．分析の結果，仮定したとお

り人間関係構築，情報・知識共有，デメリットの 3因子が

抽出されている．

5.2 個人属性や企業による差異

個人属性や企業による差異を確認するために，抽出した

因子について，性別，年代，役職，従業員規模，会社の事

業所・支店の展開状況ごとに因子得点の平均値を算出した

結果をそれぞれ図 1，図 2，図 3，図 4，図 5に示す．

性別について t検定を行ったところ， 1© 人間関係構築因
子について，有意（ 1© t(238) = 0.787，p < 0.01）と確認

された．このことから，人間関係構築において効果を感じ

ている属性は男性であり，女性は効果を感じていないと考

えられる．

年代について一元配置分散分析を行った．結果，1© 人間
関係構築因子，2© 情報・知識共有因子，3© デメリット因子
それぞれについて，有意（ 1© F(4, 235) = 3.689，p < 0.05，

2© F(4, 235) = 2.789，p < 0.05， 3© F(4, 235) = 6.575，

p < 0.05）と確認された．このことから，人間関係構築，情

報・知識共有において効果を感じているのは 20代，60代

以上の人であり，30代，40代，50代の人は効果を感じて

いないと考えられる．また，年代が若いほどデメリットを

感じていると考えられる．

職位（役職の有無）について t検定を行ったところ，有

意差は確認されなかった．

従業員規模（0～299人，300～4,999人，5,000人以上）

について一元配置分散分析を行った．結果， 1© 人間関

係構築因子， 3© デメリット因子それぞれについて，有意
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表 1 因子分析結果

Table 1 Results of factor analysis.

図 1 性別による差異

Fig. 1 Differences in factor score by gender.

図 2 年代による差異

Fig. 2 Differences in factor score by age.

（ 1© F(2, 237) = 3.076，p < 0.05， 3© F(2, 237) = 6.131，

p < 0.05）と確認された．このことから，人間関係構築に

効果を感じている属性は従業員規模が 0～299人の企業で

あり，デメリットを感じている属性も 0～299人の企業で

あると考えられる．それ以外の属性は人間関係構築に効果

図 3 職位による差異

Fig. 3 Differences in factor score by position.

図 4 従業員規模による差異

Fig. 4 Differences in factor score by employee size.

を感じておらず，またデメリットも感じていないと考えら

れる．

事業所・支店数（1 カ所，2～4 カ所，5 カ所以上）に

ついて一元配置分散分析を行った．結果， 2© 情報・知識

共有因子， 3© デメリット因子それぞれについて，有意
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表 2 利用状況による相関係数

Table 2 Correlation coefficients between user attitude and extracted factor.

図 5 事業所・支店の数による差異

Fig. 5 Differences in factor score by number of business

location or branch.

図 6 SNS アクセス頻度による差異

Fig. 6 Differences in factor score by access frequency to SNS.

（ 2© F(2, 237) = 4.132，p < 0.05， 3© F(2, 237) = 5.448，

p < 0.05）と確認された．このことから，情報・知識共有

に効果を感じている属性は事業所・支店が 1カ所の企業で

あり，デメリットを感じている属性も事業所・支店が 1カ

所の企業であると考えられる．それ以外の属性は情報・知

識共有に効果を感じておらず，またデメリットも感じてい

ないと考えられる．また，事業所・支店の数が少ないほど

情報・知識共有に効果を感じていると考えられる．

5.3 利用状況による差異

利用状況による差異を確認するために，抽出した因子に

ついて，企業内 SNSへのアクセス頻度，企業内 SNSのコ

ミュニティ機能への参加状況ごとに因子得点の平均値を算

図 7 コミュニティ機能への参加状況による差異

Fig. 7 Differences in factor score by number of participation

to community.

出した結果をそれぞれ図 6，図 7に示す．

SNSへのアクセス頻度（毎日，週に数回，月に数回，2カ

月に 1回以下）について一元配置分散分析を行った．結果，

2©情報・知識共有因子について，有意（ 2© F(3, 236) = 8.019，

p < 0.05）と確認された．このことから，情報・知識共有

に効果を感じている属性は，毎日利用している人であり，

効果を感じていない属性は 1カ月に 1回以下の利用頻度の

人であると考えられる．

コミュニティ機能への参加状況（0個，1～3個，4～6個，

7～9個，10個以上，コミュニティ機能はない）について一元

配置分散分析を行った．結果，1© 人間関係構築因子，2© 情
報・知識共有因子，3©デメリット因子それぞれについて，有
意（ 1© F(5, 234) = 2.962，p < 0.05，2© F(5, 234) = 4.059，

p < 0.05， 3© F(5, 234) = 3.368，p < 0.05）と確認された．

このことから，人間関係構築や情報・知識共有に効果を感

じている属性は，コミュニティ機能へ参加している属性で

あり，同時にデメリットも感じている属性もコミュニティ

機能へ参加している属性であると考えられる．

また因子得点と書き込み内容の割合や利用状況の割合，

友人リストの人数，友人リストの顔見知りの割合といっ

た個人の利用状況との相関係数を出力した結果を表 2 に

示す．

書き込み内容の割合については，業務に関係のある話題

をする人ほど人間関係構築に効果を感じていると考えら

れる．

利用状況の割合については，情報を自ら発信する人ほど
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表 3 個人属性による分析結果

Table 3 Results of relations between individual attribute and extracted factor.

表 4 利用状況による分析結果

Table 4 Results of relations between usage attribute and extracted factor.

デメリットを感じていると考えられる．

友人リストの人数については，相関関係は確認できな

かった．

友人リストの顔見知りの割合については，顔見知りの割

合が高いほど人間関係構築，情報・知識共有ともに効果を

感じていると考えられる．

6. 考察

個人属性や企業属性による分析結果を表 3，表 4に示す．

20代の調査対象者は，企業内 SNSで効果を感じている

と同時にデメリットも感じていると回答していることが分

かる．対して 60代の調査対象者は，効果を感じているが，

デメリットを感じていないと回答していることが分かる．

労働力調査 [20]から，20代の正社員は，60代以上の正社

員と比べて人数が多く，さらに先輩の数も多いことが分か

る．このことにより，同期や同僚，上司が気になり，「企業

内 SNSが気になって仕事が進まない」，「仕事中に使用す

ると遊んでいるように見える」，「仕事が増えたように感じ

る」といったデメリットを感じやすいと考える．このよう

なデメリットを解消する方法として，利用体制を整備する

といった工夫が必要であると考える．加藤ら [6]調査時の

インタビュにおいて，マネジメント権限のある役職者（課

長，部長）は SNSに参加することができないといった利用

体制を整備するなど工夫をしている事例が参考になると考

える．

また，小規模企業の調査対象者は，人間関係構築におい

て効果を感じていると同時にデメリットも感じていると回

答していることが分かる．加藤ら [6]では，企業内 SNSが

有効に働く構造として，「この場で相談してみよう！」と思

う親和が整った基盤が重要であることを指摘している．小

規模企業では，人数が少なく，事業所・支店の数も 1カ所

であることが多いため，顔見知りになる機会が多く，加藤

ら [6]で述べているような「この場で相談してみよう！」と

思う親和が整った基盤がもともと作りやすく効果を感じや

すいと考える．また人数が少ないと社内のいろいろな人と

一緒に仕事をする機会も多いため，人となりを知ったり，

人間関係を把握したりするなど情報を事前に得ることが必

要になるため，効果を感じやすいと考える．

一方，人数が少なく，事業所・支店の数も 1カ所であるこ

とが多いため，顔見知りが多く，顔見知りのコメントには

コメントをしなければならないと感じたり，仕事中に使用

していると遊んでいるように見えることを気にしたり，顔

見知りでなければ気にならないことも気になってしまい，

デメリットを感じやすいと考える．このようなデメリット

を解消する方法として，加藤ら [6]のインタビュで紹介さ

れているように，基本的に実名での利用をしつつも，一部

のコミュニティでは名前の表示をせず事務局のオーナ以外

はだれかを特定できないようにするなど工夫をしている事

例が参考になると考える．コミュニティによっては名前の

表示をしないなど工夫が必要であると考える．

利用状況による分析結果を表 4 に示す．

企業内 SNSに毎日アクセスする人は情報・知識共有に効

果を感じているが，人間関係構築には効果を感じていない

と回答していることが分かる．このことから，毎日アクセ

スすることは他人の業務内容の把握や業務状況の共有，情

報や資料，トレンド，流行を共有することには効果がある

が，毎日アクセスするだけでは社内の知り合いを増やすな

ど人間関係構築には効果を感じていないと考える．人間関

係構築に効果を感じるためには業務に関係のある話題を自

ら発信する必要があると考える．友人リストの人数と効果

c© 2014 Information Processing Society of Japan 227



情報処理学会論文誌 Vol.55 No.1 221–229 (Jan. 2014)

においては，相関関係はないが，友人リストの顔見知りの

割合と効果においては相関関係があることが分かる．この

ことから，友人リストの人数にかかわらず，顔見知りの割

合が高いほど加藤ら [6]で述べているような「この場で相

談してみよう！」と思う親和が整った基盤が作りやすく効

果を感じやすいと考える．

コミュニティへの参加状況においては，コミュニティへ

の参加数が多いと，人間関係構築，情報・知識共有に効果

を感じるが，同時にデメリットも感じていると回答してい

ることが分かる．このことから，多数のコミュニティに属

することは多数の人とつながっているため，多くの人から

情報や知識を得ることが可能になったり，疎外感を解消し

たりすることができるため効果があると感じると考える．

一方，Krackhardt [19]が述べるように多数のコミュニティ

に属することはそれぞれのコミュニティにおける役割があ

り，その束縛を受けるため SNSが気になって仕事が進ま

ないといったようなデメリットを感じやすいと考える．こ

のことを解消する方法として，加藤ら [6]の調査時のイン

タビュの事例にあったように，コミュニティによっては名

前の表示をしないなど工夫が必要であると考える．

7. 結論

本研究では，どのような個人属性や企業属性において企

業内 SNSは効果やデメリットがあるのかを確認するため

に，性別，年代，役職，従業員規模，会社の事業所・支店の

展開状況に着目し分析を行った．また，どのような利用を

したら効果やデメリットを感じるのかを確認するために，

企業内 SNSへのアクセス状況，コミュニティ機能への参

加状況に着目し分析を行った．

その結果，20代および 60代，小規模企業に所属してい

る人が効果を感じている一方で，20代および小規模企業に

所属している人はデメリットも感じていることを明らかに

した．また，友人リストに顔見知りの数やコミュニティへ

の参加数が多いほど効果と同時にデメリットも感じている

ことを明らかにした．
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